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概要身体活動研究センター

背景・社会的意義等

目標・令和6年度実績・成果・課題

ポイント

〇 身体活動・運動と健康との関係についてエビデンス創出を扱う唯一の国のセンターとして、疾病発生（生活習
慣病、フレイル、認知症、がん等）又は予防・健康寿命延伸・ウェルビーイングとの関係、関連要因についてエ
ビデンスを創出するとともに、社会へ還元を行う。

〇 目標：身体活動・運動と健康との関係についてエビデンス創出

〇 目標：フレイル・認知症予防のエビデンス創出と社会実装

〇 実績：☑ 「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」の普及

☑ 身体活動・座位行動と健康関連のレビュー

☑ 大阪府と働く世代のフレイル予防の横展開

☑ ライフコースと生活様式に合わせた、個人別身体活動量の

提示に向けた研究

☑ 身体活動・運動と疾病予防（認知機能低下）

☑ 身体活動・運動と重症化予防（がんサバイバー）

☑ 摂津コホートの集計分析

〇 課題：エビデンスの社会実装

〇 身体活動・運動と健康との関係について疫学研究の加速

〇 身体活動・運動の健康との関係についてエビデンスを社会へ還元



概要
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『身体活動研究センター』のミッション

〇 身体活動・座位行動と疾病発生（生活習慣病、フレイル、認知症、がん等）又は予防・健康寿命延伸・ウェル
ビーイングとの関係、関連要因について科学的根拠を明らかにすること。

〇 国民の身体活動向上と座位行動減少に資する研究を行うとともに、最良のエビデンスからの政策への貢献、自治
体・関係機関の支援を行う。

〇 医療機関と連携して、身体活動・座位行動と健康寿命延伸・疾病の重症化予防との関係を明らかにする。

エビデンス

社会実装

政策
健康寿命延伸

ウェルビーイング

身
体
活
動
・
座
位
行
動

フレイル、がん、認知症の一次予防、三次予防

医療機関・医療介護レセプト

国・地方自治体
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『身体活動研究センター』の研究プロジェクト（令和６年度）

身体活動ガイドライン研究室

室長 小野 玲（併）

研究員 中潟 崇

運動疫学研究室

室長 小野 玲（併）

研究員 吉田 司

特任研究員 安岡 実佳子

ウェルビーイング研究室

室長 門間 陽樹

身体活動研究センター

センター長 小野 玲

摂津市から（1名）：澤田（保健師）、補助員（5名）：竹内、郡山、松原、青木、黒田

主
任
研
究
員
（
山
崎
聖
美
）エビデンス政策・社会実装

社会実装・
ウェルビーイング



成果
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『身体活動ガイドライン研究室』：「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」の普及

健康・体力づくりに関連した国の政策 年 身体活動・運動ガイドラインの策定

オリンピック東京大会・「国民の健康・体力増強対策」閣議決定 1964

「第1次国民健康づくり対策」開始（健診・保健センターの充実、栄養改善） 1978

「第２次国民健康づくり対策」開始（対策が遅れていた運動を重要課題に） 1988

1989 『健康づくりのための運動所要量』

1993 『健康づくりのための運動指針』

健康日本21（第３次国民健康づくり運動）開始 2000

健康増進法施行 2003

2006
『健康づくりのための運動基準2006』

『健康づくりのための運動指針2006（エクササイズガイド）』

健康日本２１（第二次）開始 2013
『健康づくりのための身体活動基準2013』

『健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）』

健康日本 21（第三次）開始 2024 『健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023』

日本における身体活動・運動ガイドラインに関する変遷とその歴史的背景

学会での講演、講義、執筆を通じた成果の普及
・日本体力医学会
・日本予防理学療法学会
・青森栄養士会
・月刊「心臓」
・日本臨床栄養学雑誌
・神戸大学
・大妻女子大学
・園田女子大学



成果
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『身体活動ガイドライン研究室』：国民健康栄養調査における歩数計変更について

厚生労働科研（R4-6）：健康づくりのための身体活動・運動の実践に影響を及ぼす原因の解明と科学的根拠に
基づく対策の推進のためのエビデンス創出

オムロン社（6機種）、ヤマサ社（8機種）、タニタ社
（20機種）、合計34機種の特徴を比較



成果
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『身体活動ガイドライン研究室』：座位行動評価の重要性

座位行動とがん、循環器疾患、死亡との関連が
多くのSystematic Reviewがありエビデンスが
蓄積されている

課題
 十分に検討されていない疾患に対する

研究（整形疾患）
 一次予防としての座位行動に関する報告

が中心で、三次予防に関しては不十分
 各疾患の罹患リスクを低減する座位時間

のカットオフ値
 座位時間の短縮に関する介入効果

・糖尿病罹患者の座位行動と生命予後⇒Systematic Review & Meta-Analysis

座位行動の研究について



成果
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『運動疫学研究室』：大阪府での働く世代のフレイルの横展開

大阪府での働く世代のフレイルの横展開と認知度向上（大阪府からの委託事業）：平成30年～

働く世代に情報を届けるために
⇒ 大阪府下の企業3社に特定健診に合わ

せたフレイルチェックを実施
⇒ 特定健診データと突合
⇒ 働く世代のフレイルの特徴を分析

⇒ 活動量計測と職場環境改善の意識づけ

働く世代へのアプローチ
⇒ 各社での特徴を把握し、

各社と協議の上、課題解
決へ

高齢者へのアプローチ
⇒ 摂津市で、自治体にお

いて持続可能な介入実施
へ



成果
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『運動疫学研究室』：認知症予防のための早期発見モデル構築

②薬物による早期治療開始
→レカネマブの薬事承認

→早期の対象者が有効
→早期発見の方法が不明

現在の認知症発症予防に関する課題
 初期段階（Preclinical or MCI）の人の発見
 非薬物療法の介入の社会実装
 大規模な実証プロジェクトを立ち上げ、診断

のための検査の実施とその追跡調査を行うこと
で、日本独自の早期発見・介入モデルを確立

厚労科研（R5-6）：共生に向けた認知症早期発見・早期介入実証プロジェクト研究

認知機能低下のスクリーニング
＋独自調査⇒認知機能＋生活習慣＋腸内細菌



成果
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『運動疫学研究室』：保健・医療介護レセプトデータによる運動習慣者の3次予防効果の検証

LIFE studyに参加している13自治体の
特定健診データ及び

医療、介護レセプトデータ

組入基準を満たす： 61,605名

組入基準
 特定健診の参加
 健診１年前からの

医療レセプトあり
 参加前１年以内にがんの

傷病名のレコードあり

（ICD10：C00-C97）

除外基準
 運動習慣に欠損：20,209
 すでに要介護状態：1,303

対象者：40,093人

• 特定健診の情報から抜粋

① 1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施（はい/いいえ）

② 日常生活において歩行又は同等の身体活動を1日1時間以上実施（はい/いいえ）

両方の運動習慣あり
（①and②）

どちらかの運動習慣
（①or②）

運動習慣なし

13,651（34.0％） 11,761（29.3％） 14,681（36.6％）

AMED（R4－6、5－7）：先制保健介入モデル開発、行動変容に向けたフィードバック手法の開発
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『ウェルビーイング研究室』

大阪府摂津市民の健康・栄養とウェルビーイングに関する縦断調査（摂津スタディ）

回答者⇒14,349名、

男性：女性⇒46％：54％、

65歳以上：未満⇒54％：46％



成果
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『ウェルビーイング研究室』：摂津スタディの速報値



今後
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『身体活動研究センター』における今後の取組

『ウェルビーイング研究室』

『身体活動ガイドライン研究室』 『運動疫学研究室』

 「身体活動・運動ガイド
2023」の普及

 身体活動計測機器の質担保
 身体活動・運動の研究者のハ

ブになって、エビデンスを創出
 次のガイドに向けての準備

 身体活動・運動と健康指
標とのエビデンスの創出

 医療介護レセプト・国民
健康・栄養調査

 フレイル予防の社会実装
 医療機関との連携

 摂津スタディの集計・分析から摂津市の健康課題の同定
 ウェルビーイングと健康関連要因の分析

神戸大学大学院保健学科と連携大学院協定
→修士・博士の人材育成


